
 

 

津南町特定環境保全公共下水道事業 

経 営 戦 略 
（平成 29年度～平成 38年度） 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年 2 月 策定 

新潟県中魚沼郡津南町 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
.  



策 定 の 経 緯 

 

津南町の汚水処理施設については、河川や農業用排水の水質保全と快適な居住環境

づくりのため、特定環境保全公共下水道、農業集落排水施設により進められ、特定環

境保全公共下水道については処理場が平成 22 年に概成し、管渠整備については平成

19年度に完了しています。 

しかしながら、初期の施設は建設から 20 年が経過しようとしていて、これらの機

械・電気設備の適切な維持管理を行うとともに、劣化の進んだ設備は計画的な改築更

新を行い、汚水処理機能の維持に努めなければなりません。また、将来の汚水処理に

ついて見直し、効率的かつ適正な汚水処理を検討する必要があります。 

 

 

 

策 定 の 主 旨 

 

下水道の計画的な整備、適正な維持管理、経営の強化・長期安定化を目指し、今後

の課題に向けた方針や取り組みを示すとともに、健全かつ安定的な事業運営を継続す

るため、総務省からの通知に基づく「経営戦略※」の内容や考え方を取り入れた「津

南町特定環境保全公共下水道事業経営戦略」（以下「本計画」という。）を策定しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※「経営戦略」 

平成 26年 8月に総務省自治財政局から出された通知「公営企業の経営に当たっての留意事項について」

の中で、公営企業に策定を求めている経営の基本計画。人口減少や施設の老朽化が進む中で、公営企業が

将来にわたって安定的に事業を継続していくために、中長期的な視点から経営の健全化を実現するための

もの。 
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１ 事業概要                    

 

（１）事業の現況  

① 施設 

・供用開始年月日 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 平成 12年 4月 1日 

・会計名称 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 津南町下水道事業特別会計 

・地方公営企業法の適用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 非適用 

・処理区域内人口（*1） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   6,731人 

・処理区域内面積（*2） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 255 ha 

・処理区域内人口密度（*3） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  26.4 

・年間有収水量（*4） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  641,883 ㎥ 

・処理場数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1施設（津南浄化センター） 

・処理区数 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1区域（津南処理区） 

・広域化、共同化、最適化の実施状況（*5） ・・・   最適化のみ実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 下水道使用料 

排出量 料金／月（税抜） 

10㎥ 以下の分 (基本料金) 1,500円 

10㎥ を超え 25㎥ 以下の分 1㎥ につき 160円 

25㎥ を超え 50㎥ 以下の分 1㎥ につき 170円 

50㎥ を超え 100㎥ 以下の分 1㎥ につき 180円 

100㎥ を超え 200㎥ 以下の分 1㎥ につき 185円 

200㎥ を超え 500㎥ 以下の分 1㎥ につき 190円 

500㎥ を超え 1,000㎥ 以下の分 1㎥ につき 195円 

1,000㎥ を超える分 1㎥ につき 200円 

（津南町下水道条例第 16 条別表） 

（*1）～（*4）：【出典】地方公営企業決算状況調査（H27）

（*5）：「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接

続を指す。「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都

市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副

大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によっ

て実施する場合等）を指す。「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各

種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含

む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。 
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③ 組織 

・組織図 

 

    町長（管理者）     副町長     建設課     上下水道班 

                               土木班 

 

 

・上下水道班の構成（平成 28年度） 

 

    建設課長     上下水道班長     技師 1名 

                       主事 3名 

（津南町下水道事業特別会計に所属する職員は、技師 1名及び主事 1名） 

 

 

（２）民間活力の活用状況  

民間活用状況 

民間委託 

(包括的民間委託を含む) 

・処理場施設維持管理 

・ 〃 脱水汚泥処理 

・ 〃 流入水、放流水水質検査 

・ 〃 機械警備 

・ 〃 消防用設備点検 

・ 〃 電気設備保守点検 

・中継ポンプ施設維持管理 

指定管理者制度 なし 

PPP・PFI なし 

資産活用状況 
エネルギー利用（*1） なし 

土地・施設等利用（*2） なし 

 

 

 

 

 

 

 

（３）経営指標分析  

総務省自治財政局「公営企業に係る経営比較分析表の策定及び公表について」に基づいた

本町の経営指標の傾向や類似団体（H26 年までは供用開始後 15 年未満の団体、H27 年からは

供用開始後 15年以上の団体）との比較については、次のとおりである。  

（*1）：「エネルギー利用」とは、下水熱、下水汚泥、発電等の下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産

を含む）を用いた収入増につながる取り組みを指す。 

（*2）：「土地・施設等活用」とは、土地、建物等の下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた収入増につ

ながる取り組みを指す（単純な売却は除く）。 
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① 収益的収支比率 

 

指標の説明 
下水道使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収益で、総費用に地方債償還金を加えた

額をどの程度賄えているかを表す指標。高いほうが良い。 

算 出 式 総収益／（総費用＋地方債償還金）×100 

分   析 
現状、使用料収入のみでは経常的支出及び地方債元利金は賄えない状態である。維持管理費

の圧縮とつなぎ込みの促進を主体的に推進していくことが課題である。 

 

② 経費回収率 

 

指標の説明 
下水道使用料で回収すべき経費（汚水処理費）をどの程度賄えているかを表す指標であり、

使用料水準等を評価することが可能。高いほうが良い。 

算 出 式 下水道使用料収入／汚水処理費（公費負担分を除く）×100 

分   析 
現時点では、類似団体と比べ指標は高く推移してはいるものの、今後は汚水資本費（＝地方

債償還金）の増加及び年間有収水量の減少により指標の下降が見込まれる。 
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③ 汚水処理原価 

 

指標の説明 
料金の対象となる水量（有収水量）1㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・

汚水維持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標。 

算 出 式 汚水処理費（公費負担分を除く）／年間有収水量 

分   析 
現時点では、類似団体と比べ指標は概ね低く抑えられている。今後は汚水資本費（＝地方債

償還金）の増加及び年間有収水量の減少により指標の上昇が見込まれる。 

 

④ 水洗化率 

 

指標の説明 
現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表

した指標。水質保全や収入増加の観点から 100％となっていることが望ましい。 

算 出 式 現在水洗便所設置済人口／現在処理区域内人口×100 

分   析 
施設の概成から緩やかに増加傾向にある。将来的には 90％程度までの伸びを予測している

が、人口は減少傾向にあるため、使用料収入は減少傾向となる見込み。 
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２ 経営の基本方針                 

 

（１）現状と課題  

① 人口の推移 

 本町の総人口は、合併当時の昭和 30年（1955年）21,909人をピークに、その後は減少を

続けており平成 27年国勢調査では 10,029人となっている。国立社会保障・人口問題研究所

の将来推計では、平成 52年（2040年）の本町の人口は 6,670人まで減少すると推計されて

いる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本計画期間内においても、行政区域内人口は 1,500 人ほどの減少が見込まれ、伴って処理

区域内人口も 1,000人ほどの減少が推測される。 

また、水洗化人口については、下水道への接続率の向上から平成 30年（2018年）頃に一旦

のピークを迎えるが、それ以降は減少傾向に転じ、将来的には事業運営に大きな影響を及ぼ

すことが予想される。 

総人口が減少する中で、処理区域内人口のうち水洗化人口の割合（＝水洗化率）をいかに

向上させるかが今後の課題である。 
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4,942
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
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平成27年
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平成32年

(2020年)

平成37年

(2025年)

平成42年

(2030年)

平成47年

(2035年)

平成52年

(2040年)

行政区域内人口・処理区域内人口・水洗化人口の推移

行政区域内人口(*1) 処理区域内人口(*2) 水洗化人口(*3)

（*1）：「行政区域内人口」とは、自治体の総人口を指す。【出典】津南町人口ビジョン（H28.3）ただし、

平成 22年（2010年）及び 27年（2015年）は国勢調査の人口から引用 

（*2）：「処理区域内人口」とは、下水道が整備されている区域に居住している人口を指す。【出典】地方

公営企業決算状況調査、津南町特定環境保全公共下水道し尿受入調査業務委託報告書（H27.3） 

（*3）：「水洗化人口」とは、処理区域内人口のうち下水道に接続している人口を指す。【出典】地方公営

企業決算状況調査、津南町特定環境保全公共下水道し尿受入調査業務委託報告書（H27.3） 
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② 汚水量と下水道使用料収入 

 下水道へ流す汚水量及び下水道使用料収入は、近年の接続件数の増加により平成 30 年

（2018年）頃にピークを迎える。以降は接続件数も頭打ちとなり、伴って総人口が減少する

ことにより、汚水量及び下水道使用料収入は減少傾向となることが確実視される。 

 また、昨今の節水意識の高まりや節水機器の普及により、一世帯あたりの汚水量はさらに

減少が加速する可能性も推測される。 

 

 

 

 

 

 

③ 施設の更新 

・処理場 

 本町の処理場は、割野集落地内に 1施設を設置し、建物自体は建設からおよそ 15年が経過

している。設備の法定耐用年数に関しては（*2）、処理機械設備が 20年、滅菌設備が 10年等、

更新が必要になってきているものもあることから、本計画期間内に老朽化する設備の修繕を

行うことが望まれる。 

 

・中継ポンプ 

本町の中継ポンプの設置台数は、平成 27年度末現在で 26台となっている（*1）。これらは、

平成 9年度から設置工事を行い、平成 18年度に完了を迎えている。 

 中継ポンプの法定耐用年数は 20年とされ（*2）、平成 32年度頃から更新時期のピークを迎

えることとなる。本計画期間内に更新時期のピークが訪れることから、計画的に順次更新を

行う必要がある。 
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下水道使用料収入：千円 (*1) 汚水量：千㎥ (*2)

（*1）：【出典】津南町下水道事業特別会計歳入歳出決算書（平成 23年から 27年まで）、以降独自推計 

（*2）：【出典】地方公営企業決算状況調査（平成 23年から 27年まで）、以降独自推計 
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・管渠 

本町の汚水管渠の区画延長は、平成 27 年度末現在で 84,543m となっている（*1）。これら

は、平成 6年度から布設工事を行い、平成 19年度に完了を迎えている。 

 下水道管の法定耐用年数は 50年とされ（*2）、平成 61年度頃から更新時期のピークを迎え

ることとなる。本計画期間内には更新時期のピークは訪れないが、本計画期間終了以降の大

量更新に対応するため、長寿命化計画による延命化などを検討する必要がある。 
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（*1）：【出典】津南町特定環境保全公共下水道施設台帳調書 

（*2）：【参考】地方公営企業法施行規則別表第二号、平成 24 年 10月 19 日付総財公第 99 号「地方公営企

業法の適用を受ける簡易水道事業等の勘定科目等について（総務省自治財政局通知）」 

更新時期 

更新時期 
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（２）基本方針  

 

 

 

 

 

① 経費の節減対策 

下水処理施設の維持管理の効率的・効果的な推進を念頭に置き、可能な限り長寿命化対策

の取り組みや汚水処理計画の見直しを行う。また、人員の計画的配置により、事業量に適応

した合理的な組織運営を図る。 

 

② 収益の向上対策 

 下水道接続率の向上や使用料の改定、滞納対策の強化等による収入の増加及び確保を図る

とともに、経費の節減による収益改善対策を講じ、一般会計からの繰入金を圧縮するよう取

り組む。 

 

③ 経営の改善対策 

 本計画に沿って持続的な経営改善のプロセスを明確にする。また、経営基盤の強化や財政

マネジメントの向上等に取り組むため、公営企業会計の適用を検討し、経営の透明化による

資産の適正な維持管理と的確な経営判断を図る。 

 

  

将来人口の減少が確実視される中で迎える大規模更新時期においてもサービスを持続

するため、長期的な視野に立ち、徹底した経営の効率化・健全化を図る。 
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３ 経営戦略における取り組み            

 

（１）経費の節減対策  

① 投資の合理化 

 施設の老朽化や人口減少に対応するため、投資効果の検証を進め、経費を合理化していく

ことが必要となることから、施設の更新需要の全体像を把握するため、国土交通省が推進す

るストックマネジメント（*1）による効率的な管理を目指す。 

 計画期間内における管渠及び中継ポンプの延命化への対応は、耐用年数を迎える前に長寿

命化対策を検討する。 

 

 

 

 

 

② 民間資金・ノウハウの活用 

 包括的民間委託や PFI 方式などによる民間の資金やノウハウの活用について、先進的事例

などの調査・研究を随時行う。 

 

③ 定員管理の適正化 

定員管理は、津南町全体の定員管理の一部であるが、抜本的な事務及び事業の整理や組織

の合理化、業務の民間委託の検討により適正な定員配置を行うとともに、給与費については、

一般会計職員と同様の取り扱いとし、給与の適正化を堅持する。 

 

（２）収益の向上対策  

① 下水道使用料の適正化 

 地方公営企業法第 21条に規定する料金の原則に基づき、経営改善と合理化をより一層徹底

し、減価の抑制に努める。また、下水道使用料の改定に際しては、水需要や財務状況の検証

を行い、適正な水準の設定について検討し、利用者にとって公正妥当な料金となるよう十分

に配慮し、利用者の理解と協力が得られるようにする。 

 社会経済情勢や一般会計の厳しい状況を踏まえ、繋ぎ込み促進による下水道使用料収入の

確保と維持管理費の削減等一層の自助努力により、基準外繰入の縮減に努め、独立採算制の

基本原則に立脚した経営を図る。 

 

② 滞納整理の推進 

 漫然と滞納を繰り返す利用者に対し、戸別訪問を行い、滞納額の減少に積極的に努める。

利用者にとって不公平感がないよう滞納対策を引き続き強化していく。 

（*1）：「ストックマネジメント」とは、接続可能な下水道事業を目的に明確な目標を定め、膨大な施設の状

況を客観的に把握・評価し、長期的な施設の状態を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理す

ること。 



10 

 

（３）経営の改善対策  

① 公営企業会計の適用 

 将来の人口減少等による下水道使用料収入の減少、施設・設備の老朽化に伴う更新投資の

増大など厳しさを増す経営環境を踏まえ、経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさ

らに的確に取り組むために、公営企業会計の適用を積極的に検討する。これに伴い、保有す

る資産の状況の正確な把握に努めるべく、固定資産台帳の整備に着手する。 

 

② 組織の活性化と人材の育成 

職員の意識改革を進め、企業意識の徹底を図り、サービス精神と広い視野に立った経営感

覚のある人材の育成と経営能力の向上に努める。 

 

③ 広域化の検討 

 公営企業の経営基盤の強化、経営効率の推進、地域住民に対するサービス水準の向上等を

図る観点から、先進的事例を注視し、地域の実情に応じて事業の広域化や統合を検討する。 

 

④ 資産の有効活用 

 企業用資産の有効活用、付帯事業の適正な実施等、企業の有する資産や知識・技能の活用

を図り、経営の活性化に努める。 

 

⑤ 新エネルギーの活用 

 施設整備にあたっては、新エネや省エネの技術等の先進的事例を調査・研究し、経営の改

善に資するものは導入を検討する。 

 

（４）その他対策  

① 防災対策の充実 

公営企業が住民の日常生活に欠くことができない重要なサービスを提供していることに鑑

み、施設の耐震性の強化等防災安全対策については、計画的な実施に努める。 

 

② 情報通信技術の活用 

 ICT（情報通信技術）を有効活用した業務・行政改革を行い、経営管理の高度化、業務処理

の簡素化・効率化に努める。 

 

③ 危機管理等の体制整備 

危機管理や情報管理等のリスク管理のための体制を整備し、事故や災害等の緊急事態が発

生した場合に、職員や外部委託した業者が的確に対応できる体制を整備する。 
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４ 投資・財政計画（収支計画）           

 

（１）収益的収支  

 

① 投資計画 

・2－(1)－イ その他 

 施設の維持管理に係る経常的経費。経費の見直しを行い効率的・効果的な事業運営を図る。

ストックマネジメントによる施設管理を導入し、民間資金の活用について積極的に検討する。 

 

・2－(2)－ア 支払利息 

 地方債償還金に係る利息分の支払い。現時点がピークであり、以降は下降することとなる。

半年賦利率 0.4～4.6％の地方債を借り入れている。 

 

② 財源計画 

・1－(1)－ア 料金収入 

現行の料金体系に基づくもの。H30年頃にピークを迎えることと推測されるが、以降は接続

件数の頭打ちや人口減少等により下降する見込みである。 

 

・1－(2)－ア 他会計繰入金 

H37 年頃まで地方債償還金が上昇することにより、一般会計から繰り入れるべき基準内繰

入金が上昇する。  

1 (A) 310,127 312,251 314,213 316,176 315,466 314,758 314,050 313,343 312,636 311,931 311,226 306,271

(1) (B) 119,891 121,471 123,054 124,636 123,546 122,455 121,365 120,274 119,184 118,093 117,003 115,912

ア 119,887 121,469 123,052 124,634 123,544 122,453 121,363 120,272 119,182 118,091 117,001 115,910

イ (C)

ウ 4 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

(2) 190,236 190,780 191,159 191,540 191,921 192,303 192,685 193,069 193,453 193,838 194,223 190,359

ア 189,401 189,780 190,159 190,540 190,921 191,303 191,685 192,069 192,453 192,838 193,223 189,359

イ 835 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

2 (D) 156,216 151,036 146,848 142,591 138,268 133,878 129,419 124,891 120,292 115,631 110,940 106,271

(1) 88,409 86,751 86,163 85,582 85,009 84,443 83,885 83,335 82,791 82,255 81,726 81,205

ア 10,802 9,920 10,100 10,280 10,460 10,640 10,820 11,000 11,180 11,360 11,540 11,720

イ 77,607 76,831 76,063 75,302 74,549 73,803 73,065 72,335 71,611 70,895 70,186 69,485

(2) 67,807 64,285 60,685 57,009 53,259 49,435 45,534 41,556 37,501 33,376 29,214 25,066

ア 67,807 64,285 60,685 57,009 53,259 49,435 45,534 41,556 37,501 33,376 29,214 25,066

イ

3 (E) 153,911 161,215 167,365 173,585 177,198 180,879 184,630 188,452 192,344 196,299 200,285 200,000収支差引

営業外収益

職員給与費

営業費用

総費用

(A)-(D)

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

総収益

営業収益

その他

うち退職手当

うち一時借入金利息

その他

その他

支払利息

営業外費用

受託工事収益

料金収入

その他

他会計繰入金

（単位：千円、％）

　　　区　　分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度

H38H37H36H35H34H33H32H31H30H29H28
H27

（決算）
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（２）資本的収支  

 

① 投資計画 

・2－(1) 建設改良費 

 施設機能の更なる強化及び安定化を図り、H29～31年に汚泥脱水機設置工事（310百万円）、

H31年に中継ポンプ及び圧送管設置の管渠工事（22百万円）を行う。その他、H30～33年にス

トックマネジメント計画策定事業（30百万円）を予定する。 

 

・2－(2) 地方債償還金 

過去の建設改良費に係る企業債の償還金。H37年にピークを迎えることとなるが、H29年と

比較すると 14％もの増となる。 

 

② 財源計画 

・1－(1) 地方債 及び 1－(5) 国（都道府県）補助金 

 上記 2－(1)に係る財源については、企業債と国庫補助金を充当する。国庫補助金は社会資

本総合整備交付金を活用（補助率 1／2）し、企業債は 100％充当の見込みである。 

 

・1－(2) 他会計補助金 

 下水道債臨時措置分並びに普及特別対策分、災害復旧費分に係る地方債償還金の一般会計

からの基準内繰入金。なお、現状ではこれ以外の基準外繰入金は見込んではいない。 

  

1 (F) 52,599 35,214 52,589 128,134 275,688 34,252 39,827 35,412 36,009 36,616 37,233 36,587

(1) 10,000 47,500 121,000 2,500

(2) 50,428 30,404 30,939 31,484 32,038 32,602 33,177 33,762 34,359 34,966 35,583 34,937

(3)

(4)

(5) 3,160 10,000 47,500 121,000 2,500

(6) 2,171 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650

(7)

2 (G) 191,673 220,044 220,451 299,126 449,876 211,700 220,601 219,451 223,353 226,496 228,025 225,330

(1) 5,188 29,000 25,500 100,500 247,500 5,500 10,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

(2) (H) 186,085 190,044 193,951 197,626 201,376 205,200 209,101 212,951 216,853 219,996 221,525 218,830

(3)

(4)

(5) 400 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

3 (I) -139,074 -184,830 -167,862 -170,992 -174,188 -177,448 -180,774 -184,039 -187,344 -189,880 -190,792 -188,743収支差引

工事負担金

その他

うち職員給与費

地方債償還金

他会計への繰出金

その他

(F)-(G)

他会計長期借入金返還金

資
本
的
収
入

資本的収入

地方債

資
本
的
支
出

資本的支出

建設改良費

うち資本費平準化債

他会計補助金

他会計借入金

固定資産売却代金

国（都道府県）補助金

（単位：千円、％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度 H27
（決算）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H37 H38
　　　区　　分

H35 H36
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（３）収支合計  

 
 

★ 資金不足比率の見通し 

 実質収支が黒字であり、本計画期間中において資金不足が発生する見込みはないが、今後

も社会情勢の変動に伴う経営状況の推移を注視していく必要がある。 

 

 

 

 

  

収支再差引 (J) 14,837 -23,615 -497 2,593 3,010 3,431 3,856 4,413 5,000 6,419 9,493 11,257

積立金 (K)

前年度からの繰越金 (L) 15,546 30,383 6,768 6,272 8,864 11,875 15,306 19,162 23,575 28,575 34,994 44,487

前年度繰上充用金 (M)

形式収支 (N) 30,383 6,768 6,272 8,864 11,875 15,306 19,162 23,575 28,575 34,994 44,487 55,745

翌年度へ繰り越すべき財源 (O)

黒　字 (P) 30,383 6,768 6,272 8,864 11,875 15,306 19,162 23,575 28,575 34,994 44,487 55,745

赤　字 (Q)

(R)

営業収益 - 受託工事収益 (S) 119,891 121,471 123,054 124,636 123,546 122,455 121,365 120,274 119,184 118,093 117,003 115,912

(T)

(U)

(V)

他会計借入金残高 (W)

地方債残高 (X) 3,439,081 3,249,037 3,065,086 2,914,960 2,834,584 2,629,384 2,422,783 2,209,832 1,992,979 1,772,983 1,551,458 1,332,628

収益的収支分 189,401 189,780 190,159 190,540 190,921 191,303 191,685 192,069 192,453 192,838 193,223 189,359

うち基準内繰入金（*1） 189,401 189,780 190,159 190,540 190,921 191,303 191,685 192,069 192,453 192,838 193,223 189,359

うち基準外繰入金（*2）

資本的収支分 50,428 30,404 30,939 31,484 32,038 32,602 33,177 33,762 34,359 34,966 35,583 34,937

うち基準内繰入金（*1） 30,003 30,404 30,939 31,484 32,038 32,602 33,177 33,762 34,359 34,966 35,583 34,937

うち基準外繰入金（*2） 20,425

合　計 239,829 220,184 221,098 222,024 222,959 223,905 224,862 225,831 226,812 227,804 228,806 224,296

（他会計借入金の状況）

健全化法施行令第17条により算定した事業

の規模

健全化法施行規則第6条に規定する解消可

能資金不足額

健全化法施行令第16条により算定した資金

の不足額

地方財政法施行令第16条第1項により算定

した資金の不足額

( （R）／(S)×100 ）
地方財政法による資金不

足の比率

94.292.7 92.7 92.9 93.6

（単位：千円、％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度 H27
（決算）

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38
　　　区　　分

90.6

(E)+(I)

(J)-(K)+(L)-(M)

91.5 92.2 92.9 92.9 92.8 92.8

×100 )

×100 )(

(

(A)

(Q)

(B)-(C)

(D)+(H)

赤字比率

収益的収支比率

実質収支　(N)-(O)

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度 H27
（決算）

H28 H29 H30 H31

( （T）／(V)×100 ）
健全化法第22条により算

定した資金不足比率

(B)-(C)

H38
　　　区　　分

H35 H36 H37H32 H33 H34

（*1）：「基準内繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について（総務副大臣通知）」に基づき他会計から繰

り入れられる資金を指す。 

（*2）：「基準外繰入金」とは、基準内繰入金以外の他会計から繰り入れられる資金を指す。地方自治体の

政策的判断による。 
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５ 経営戦略の進捗管理及び見直し          

 

 経営戦略は、計画の策定で終わりではなく、各種取り組みを着実に推進すべく、年度毎に

進捗管理（モニタリング）と 3年～5年毎に計画見直し（ローリング）を行うことが重要であ

り、計画（Plan）を実行（Do）して、検証・評価（Check）し改善（Act）する、という一連の

流れ（PDCAサイクル）を機能させることによりそれらを実施する。 

今後、本計画の実施状況を適宜評価・検証をしながら、乖離が著しい場合や計画の前提と

なる経営や財政の条件が大幅に変更となった場合には随時見直しを行う。また、現段階で把

握できていない詳細項目についても、本計画に基づく事業の実施により計画の精度を高めて

いく予定とする。 

なお、本計画策定以降、定期的な進捗管理が行えるよう、チェック体制についても早急に

検討・整備する。 

 

 

 

 

Act Do

Check

Plan

計画の策定

見直し・改善 事業の実施・運用

進捗状況の調査・検証
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